
第4回学校保育園あり方検討審議会

「選択肢  #2」
2026年6月23日
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町立学校保育園あり方検討審議会の諮問内容

①教育理念、②現状（建物の耐用年数・財政・出生数や社会増）、

③国財活用の選択肢（統廃合・長寿命化・複合化）を総合的に審議し

下記内容を満たす小学校保育園のあり方の方向性を導き出す。

1. 未来を生きる子どもたちに望ましい教育環境

2. 次世代に負担を残さない公共施設マネジメント

3. 地域の安全・持続可能性と教育への地域の参画
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前回の審議会でのご意見を踏まえた選択肢
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出生数38名

2038年以降すべての学年が１クラスになるかは現時点では断言できない

（２人私立等に進学し
１人特別支援学級に在籍した場合）

社会増が
ゼロまたはマイナス

の場合

社会増が
１名以上ある場合

35名以下

36名以上

*今後、長野県の学級編制基準が
変更される可能性もある

（長野県では少人数学級の拡充を進めており、令和8
年度から小学校1年生で25人規模学級を導入。全国で

は令和7年度時点で13県で実施。）

*富士見町では過去 15年間平均

約１０名 /年の15才以下の社会増がある

35名と仮定
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児童数の実数推移と2026年人口集計からの
予測値により各学年のクラス数を予測

（2038年以降は出生数 38名以下と仮定）
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出生数38名を
１クラスと予測する場

合



出生数38名を
２クラスと予測する場

合

中学校
教室数

12

児童数の実数推移と2026年人口集計からの
予測値により各学年のクラス数を予測

8



（計画抜粋）一人ひとりに合った学びや少人数学習の強
みを活かした学びに変えるチャンスと捉えましょう
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中学校に小学校3校を統合（増築なし、廃校３校を避難所として維持）

中学校に小学校３校を統合する（増築なし）

中学校までのスクールバス運行費
＋小学校にかかる人件費

　　 　　１千８百万円／年
+２千万円／年

保育園３園の大規模改修費用 　　  　　７億５百万円

保育園３園の維持管理費用 　　３億７千８百万円／年

町負担 5億1千5百万円

〇３園の大規模改修に７億５百万円（町負担５億１千５百万円）

〇３校２園解体１７億６千６百万円／２校長寿命化・２園解体３６億７千５百万円（町負担２６億９千４百万円）

　➡町負担３２億９百万円

〇維持管理費４億２千４百万円／年

廃校、廃園の費用

保育園２園の解体費用 　　　　　４千２百万円

３校を避難所として長寿命化する費用
／または３校を解体する費用

　３６億３千３百万円
　　／１７億２千４百万円

廃校２校を解体まで維持していく費用 ８百万円／年

町負担 26億5千2百万円
*統廃合と同時でない解体には国補助なし
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廃校3校を避難所として長寿命化改修した場合の町負担イメージ

26億5千2百万円

仮に36億3千3千万円とした場合の一般財源（町負担）： 26億5千2百万円

起債 90% 32億7千万円

　　　　 
交付税措置30%

9億8千万円

一般財
源
3
億

6千3百
万
円

22億8千9百万円

*国の交付金・地方債の該当メニューに、想定される経費を仮に当てはめたイ
メージですので、実際の数字と異なることをご了承ください。

本郷小2039年耐用年 境小2043年耐用年 *公共施設等適正管理推進事業債を活用
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中学校に小学校3校を統合（増築あり、廃校３校を避難所として維持）

中学校に小学校３校を統合する（増築あり）

中学校の増築費用（６教室増を想定） 　３億１千８百万円

中学校までのスクールバス運行費
＋小学校にかかる人件費

　　 　　１千８百万円／年
+２千万円／年

保育園３園の大規模改修費用 　　  　　７億５百万円

保育園３園の維持管理費用 　　３億７千８百万円／年

町負担 6千4百万円

町負担 5億1千5百万円

〇１校３園の増築、大規模改修に１０億２千３百万円（町負担５億７千９百万円）

〇３校２園解体１７億６千６百万円／２校長寿命化・２園解体３６億７千５百万円（町負担２６億９千４百万円）

　➡町負担３２億７千３百万円

〇維持管理費４億２千４百万円／年

廃校、廃園の費用

保育園２園の解体費用 　　　　　４千２百万円

３校を避難所として長寿命化する費用
／または３校を解体する費用

　３６億３千３百万円
　　／１７億２千４百万円

廃校２校を解体まで維持していく費用 ８百万円／年

町負担 26億5千2百万円
*統廃合と同時でない解体には国補助なし
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中学校に小学校 3校を統合し

中学校の教室を増築した場合の町負担イメージ

6千4百万円

仮に3億1千8百万円とした場合の一般財源（町負担）： 6千4百万円

起債 90% 1億4千3百万円

　　　　 
交付税措置
9千5百万円

一般
財源
1千6
百万
円

4千8百万
円

国庫補助
50%

1億5千9百万円

*国の交付金・地方債の該当メニューに、想定される経費を仮に当てはめたイ
メージですので、実際の数字と異なることをご了承ください。 13



中学校に小学校3校を統合（増築あり、廃校２校を避難所として維持）

中学校に小学校３校を統合する（増築あり）

中学校の増築費用（６教室増を想定）
＋解体費

　３億１千８百万円
＋７億２千３百万円

中学校までのスクールバス運行費
＋小学校にかかる人件費

　　 　　１千８百万円／年
+２千万円／年

保育園３園の大規模改修費用 　　  　　７億５百万円

保育園３園の維持管理費用 　　３億７千８百万円／年

町負担 2億8百万円

町負担 5億1千5百万円

〇１校３園の増築+解体、大規模改修に１７億４千６百万円（町負担７億２千３百万円）

〇２校２園解体１０億４千３百万円／２校長寿命化・２園解体２１億７千２百万円（町負担１５億９千７百万円）

　➡町負担２３億２千万円

〇維持管理費４億２千４百万円／年  

廃校、廃園の費用

保育園２園の解体費用 　　　　　４千２百万円

２校を避難所として長寿命化する費用
／または２校を解体する費用

　２１億３千万円
　　　　／１０億１百万円

廃校２校を解体まで維持していく費用 ８百万円／年

町負担 15億5千5百万円
*統廃合と同時でない解体には国補助なし

14



中学校に小学校 3校を統合し （小学校1校を統合と同時に解体）

中学校の教室を増築した場合の町負担イメージ

2億8百万円

仮に10億4千1百万円とした場合の一般財源（町負担）： 2億8百万円

起債 90% 4億6千8百万円

　　　　 
交付税措置

3億1千2百万円

一般
財源
5千2
百万
円

1億5千6百
万円

国庫補助
50%

5億2千万円

*国の交付金・地方債の該当メニューに、想定される経費を仮に当てはめたイ
メージですので、実際の数字と異なることをご了承ください。 15



廃校2校を避難所として長寿命化改修した場合の町負担イメージ

15億5千5百万円

仮に21億3千万円とした場合の一般財源（町負担）： 15億5千5百万円

起債 90% 19億1千8百万円

　　　　 
交付税措置30%
5億7千5百万円

一般財
源
2
億

1千3百
万
円

13億4千3百万円

*国の交付金・地方債の該当メニューに、想定される経費を仮に当てはめたイ
メージですので、実際の数字と異なることをご了承ください。

本郷小2039年耐用年 境小2043年耐用年
*公共施設等適正管理推進事業債を活用
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01 長寿命化改修・複合化

02 選択肢の比較
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躯体

既存建物を部分解体し、健
全な躯体を活かして大規模
な修繕工事を行います。 躯

建て替えという常識を覆し、適切な改修で
建物の命をさらに延ばします。

柱や梁などの構造体が健全であ
ることが、長寿命化改修を選択
する上での重要な条件です。

解体と躯体再構築のための工期を削減
可能

すべてを取り壊して更地にし、ゼロから躯体新築工
事を行うため、工期や人手が多くかかります。 全解体工事と躯体新築工事で工期と人工数が大きくなる傾向

傾向

単なる修繕ではなく、学校全体を安全に
長く使うための抜本的な改修です。
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長寿命化改修事例：黒松内小学校 (北海道寿都郡黒松内町 ) 6.9億円

*文部科学省  H26年「学校施設の長寿命化改修の手引」

Before After
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地域拠点事例：南関第四小学校 （熊本県南関町）
*文部科学省  H26年

「学校施設の長寿命化改修の手引」

体育館を防災拠点として
長寿命化改修＋増築
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複合化

事例

保育園
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構造耐力は割合優

れており、長寿命改

修が可能であるが、

二重コストがかかる

ため慎重な検討が

必要

長寿命化改修が可能
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別紙
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長寿命改修を行い

時代のニーズに対

応した施設改修が

推奨されている

長寿命化改修が可能
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長寿命改修を行い時代の

ニーズに対応した施設改

修が推奨されている

長寿命化改修が可能
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小学校３校の長寿命化・保育園との複合化

小学校３校、保育園３園を長寿命化・複合化して維持する費用

小学校３校の長寿命化・複合化費用
＋保育園2園の解体費

　３６億３千５百万円
＋４千２百万円

小学校３校の維持管理費用 　　 ２億１千６百万円／年

保育園３園の維持管理費用 　　２億１千６百万円／年

町負担 7億5千3百万円

〇３校３園の長寿命化・複合化に３６億７千７百万円（町負担７億５千３百万円）

　➡町負担 ７億５千３百万円

〇維持管理費４億３千２百万円／年
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小学校3校を長寿命化＋複合化した場合の町負担イメージ

7億5千3百万円

仮に36億7千7百万円とした場合の一般財源（町負担）： 7億3千5百万円

起債 90% 16億5千5百万円

　　　　 
交付税措置
11億3百万円

一般
財源

1
億

8千
万
円

5億5千2百
万円

国庫補助
50%

18億3千9百万円

*国の交付金・地方債の該当メニューに、想定される経費を仮に当てはめたイ
メージですので、実際の数字と異なることをご了承ください。

本郷小2069年耐用年 境小2073年耐用年富士見小2064年耐用年
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*第２次富士見町都市計画
マスタープラン

2次避難所

富士見小学校

本郷小学校

境小学校
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（4km以上離れた避難所を除くと実質 10.5%）
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小学校3校長寿命化にかかる町負担比較

1. 学校としての 3校長寿命化+複合化

仮に36億7千7百万円とした場合の一般財源（町負担）： 7億3千5百万円
起債 90% 16億5千5百万円

　　　　 交付税措置 11億3百万円

一財
1億8
千万
円

5億5千2百万円

国庫補助 50%
18億3千9百万円

*国の交付金・地方債の該当メニューに、想定される経費を仮に当てはめたイ
メージですので、実際の数字と異なることをご了承ください。 38

仮に36億3千3百万円とした場合の一般財源（町負担）： 26億5千2百万円
起債 90% 32億7千万円

　　　　 交付税措置30%
9億8千万円

一般財源
3億6千3
百万円22億8千9百万円

2. 廃校としての 3校長寿命化



予定のもの」という
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*全国的には 1年生を含まない 2学年あわせて 16人以下で複式学級となるが、

長野県はどの学年でも 2学年合わせて 8人以下にならないと複式学級とならない。 40



各校の児童数を維持する方法案

41
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*R4年度策定の
町総合計画から抜粋

R4年度には人口目標を社会増を

見込み上方修正し、

毎年の人口減少を -120以内に

抑制することを目標とした

年少人口もR2年比

50%から

76%へ上方修正

*R8年4月1日の年少人口は1,492人

2026-2030年の
社会増目標は

+50人／年
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児童数「実数推移」と「 2017年時点での将来推計」の差

社会増によって

出生数を基にした将来推計を

上回った実数

*富士見町
・人口集計表

・公共施設再編方針

小学生
全体数

富士見小

本郷小

境小

薄い線：2017年時点将来推計
濃い線：2025年までの実数

2017年時点の将来推計は、 2019年策
定公共施設再編方針の統廃合（仮）案
の背景として掲載され、 2017年度実数
と学区別児童数減少率から算定され

たもの

800
788
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01 長寿命化改修・複合化

02 選択肢の比較
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保育園

１
校
３
園
の
選
択
肢
と
し
て
一
覧
表
で
は
包
括
し
提
示

増築・廃校2校長寿命化した場合
*増築・廃校3校長寿命化=117.5億

増築なし・廃校3校長寿命化=116.9億 47



ハード系コストの内訳

48
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通学に関する選択肢案

別々の校舎で
ありながら

「一つの学校」とし
て機能

中学校と小学校の先生
が連携

*1校に統合した小学校へ 1~4年生が通学、中学校へ 5・6年生が通学することも可能 *小規模特認校を 1校とすることも可能



５つの選択肢の比較表

8
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・新しい施設で学べる

・小規模校の良さを維持できる

・地域ごとの特色ある教育を継続できる

・通学の選択肢を提供できる

・少人数化が進行した場合課題は残る

・学校規模による教育機会差の可能性
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・多様な友人関係を築きやすい

・学年単学級以上を維持しやすい

・教職員体制を充実させやすい

・通学距離が長くなる児童が増える

・地域ごとの特色は弱まりやすい
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・小規模校の良さを維持

・地域ごと特色ある教育を継続できる

・通学の選択肢を提供できる

・少人数化が進行した場合課題は残る

・学校規模による教育機会差の可能性
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・保小連携強化、異年齢交流が生まれやすい

・小規模校の良さを維持できる

・地域ごとの特色ある教育を継続できる

・通学の選択肢を提供できる

・少人数化が進行した場合課題は残る

・学校規模による教育機会差の可能性
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・小中一貫教育、異年齢交流が生まれやすい

・多様な人間関係を形成しやすい

・教員連携がしやすい

・通学距離が長くなる児童が増える

・小学生には施設規模が大きく感じる場合も

・一極集中による心理的リスクがある

・地域ごとの特色は弱まりやすい

ただし、一極集中によるリスクがあ

る。
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